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はじめに
　近年科学技術振興の強力な政策ツールとして競争的研究資金制度(Institution for Competitive Research Awards：
ICRA)が注目を集めている。競争的研究資金制度とはFunding Agency(FA)と呼ばれる研究資金提供機関が研究者・
研究機関に競争的公募を経て研究資金を供給し研究成果産出を促進する制度である。実際、米国では政府研究開発
資金の約3分の1が競争的研究資金制度に投入されている。日本においても政府研究開発予算に占める競争的研究資
金シェアは、1996年5.7%、2001年8.0%、2005年13.1%、2008年13.4%と拡大している。競争的研究資金制度の制度設
計・制度構築は2001年の第2期科学技術基本計画制定以降本格化し、2006年12月には総合科学技術会議基本政策推進
専門調査会に「研究資金ワーキンググループ」が設置され競争的研究資金制度の高度化が加速している。本稿では
政府研究開発における競争的研究資金制度の位置と制度分類を明確にし、さらに制度最大の課題の一つであるPO制
度の現状について探究する。
1.　政府研究開発の分類
　政府の公的資金による研究開発即ち政府研究開発には大別して非競争的研究資金型研究開発と競争的研究資金型
研究開発がある。非競争的研究資金型研究開発は研究資金配分機関（政策主体）が資金受け手側に対して競争的公
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募を行わずに展開される研究開発である。非競争的研究資金型研究開発の中には国防関連研究開発・宇宙関連研
究開発・原子力関係研究開発・核融合関係研究開発等の国家総体として取組むような国家プロジェクト型研究開発
と、大学等の研究者に一定金額の研究資金を提供し研究開発を促進する基盤的経費型研究開発がある。政府研究開
発形態としての非競争的資金型研究開発の歴史は相対的に長い。それに対して競争的研究資金型研究開発は近年急
速に制度整備が進展している政府研究開発方式である。競争的研究資金型研究開発はFAが研究者・研究機関に対し
て研究課題・研究計画・研究能力等を中心とした要素に競争を生じさせながら研究資金を配分し研究開発を促進す
るものである。競争的研究資金型研究開発はアメリカでは約50年程の歴史を有するが、日本では1990年代以降に本
格的に拡大してきている科学技術振興の形態である。
表1：政府研究開発の分類
１ 非競争的研究資金型研究開発 ① 国家プロジェクト型研究開発 国防関連研究開発・宇宙関連研究
開発・原子力関係研究開発・核融
合関係研究開発等、国家総体とし
て取組むもの。
② 基盤的経費型研究開発 研究開発を担う大学等の研究者に
一定金額の研究開発資金を供給し
研究開発を促進するもの。
２ 競争的研究資金型研究開発 Funding Agency(FA)が研究者・研究機関に競争を生じさせながら研究資
金を配分し研究開発を促進するもの。
2.　政府研究開発における競争的研究資金型研究開発のウェイト
　日本の政府研究開発予算（科学技術関係経費）は2008年度で3兆5,708億円である。その中で非競争的研究資金が3
兆895億円と予算の87%を占める。競争的研究資金は4,813億円と政府研究開発予算全体の13%を占有している。日本
の競争的研究資金の主要内訳の概略は以下のようになる。第1に科学研究費補助金が日本最大の競争的研究資金でそ
の予算は1,932億円である。科学研究費補助金の各プログラムは予算ベースで文部科学省本省がその約50%を担当し
同省所管独立行政法人の日本学術振興会(JSPS)が約50%を担当している。第2に同じく文部科学省所管独立行政法人
である科学技術振興機構(JST)担当の競争的研究資金が797億円ある。第3に科学研究費補助金以外の文部科学省本省
担当の競争的研究資金が1,059億円存在する。第4に文部科学省以外の他府省担当競争的研究資金の予算総額が1,025億
円である。
表2：政府研究開発予算の構造（2008年度）
政府研究開発予算
3兆5,708億円
非競争的研究資金：3兆895億円（87%）
競争的研究資金
4,813億円（13%）
①
科学研究費補助金：1,932億円
（文部科学省本省担当50%・JSP担当50%）
② JST担当競争的研究資金：797億円
③
科学研究費補助金以外の文部科学省本省担当競争的研究資金：
1,059億円
④ 他府省担当競争的研究資金：1,025億円
出所：文部科学省『平成21年版科学技術白書』・高橋宏・石橋一郎『研究費会計制度の日米比較』（文部科学省科学
　　　技術政策研究所第1調査研究グループ）・文部科学省科学技術・学術政策局「平成17年度政府予算及び平成16
　　　年度補正予算における科学技術関係経費（速報値）」等を参考に作成
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3.　競争的研究資金制度のプレイヤー
　日本の科学技術政策実行体系で競争的研究資金制度を運営するプレイヤーには図1に示されるような主体がある。
第1層として総合科学技術会議(CSTP)がある。CSTPは国全体の科学技術戦略を構築する中で競争的研究資金に関す
る基本方針を打ち出す。第2層としてCSTPの方針の具体化と予算獲得を担う各府省がある。第3層として各府省の方
針に沿って競争的研究資金制度の運営を展開するFAがある。FAは競争的研究資金各種プログラムの設計・公募・
審査・配分等の業務、資金配分後の資金管理業務、研究開発プロジェクトの遂行、研究開発成果に対する評価業務
等、非常に重要な役割を担う競争的研究資金制度の最重要な政策主体である。第4層として競争的研究資金の提供を
受けて研究開発を実施する大学・企業等の研究機関がある。
図1：日本の競争的研究資金制度のプレイヤ―
-
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CSTP 
第2層：府省
CSTPの競争的研究
資金関係基本方針の
具体化・予算の獲得
第3層：FA
競争的研究資金制度の運営
（プログラム設計・運営・評価） 
競争的研究資金による研究開発の実施
 
 
第4層：大学・企業等の研究機関
 
総理大臣・関係大臣・学者・企業人等
で構成
国全体の科学技術戦略の構築
（科学技術基本計画等）
競争的研究資金関係基本方針の形成
　
　競争的研究資金制度先進国アメリカにおける制度プレイヤーは日本とは異なる。実質的に米国の競争的研究資金
制度は3層構成で展開される。第1層として大統領府の科学技術政策担当補佐官・科学技術政策局(OSTP)が米国全体
の競争的研究資金も含めた科学技術政策の基本戦略を構築する。⑴ 第2層が競争的研究資金を実際に配分するFAであ
る。アメリカにはNIH・NSF・DARPA等の有力なFAが複数存在する。FAは第1層の科学技術政策のトップマネジ
メント層からも独立性を強めて直接的に競争的研究資金制度の運営を展開する傾向がある。第3層としてFAから提
供された競争的研究資金を受けて研究開発を実施する研究大学・企業等の研究機関がある。⑵ 米国の競争的研究資金
制度のプレイヤー体系の最大の特徴は日本での第2層の部分（府省）の存在・影響力がほとんどなく、FAが充実・
強化されて競争的研究資金関係業務のほぼ全てを独自かつ中心的に実施している点にある。⑶ 確かに厳密に言えば、
米国にも省-FAの関係は存在する。即ち、DARPAは国防総省所管下で、NIHは健康福祉省所管下、NSFは大統領府
所管下にある。それでもFAの権限は大きく競争的研究資金制度の運営に関しては本省等上位組織の影響力は小さ
い。
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図2：アメリカの競争的研究資金制度のプレイヤー
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4.　競争的研究資金制度の分類
4.1.　研究内容別分類
　競争的研究資金制度は研究課題設定・研究計画・研究チーム編成等の研究内容の相異によって2つに分類できる。
即ち、第1に研究者の自由な興味に基づいてなされる研究への資金提供である自由研究促進型制度（ボトムアップ型
制度）がある。自由研究促進型制度では対象研究課題等は研究者の自由設定が一般的である。日本の制度において
は科学研究費補助金が代表的な自由研究促進型制度である。第2に特定の政策目標に沿って研究条件が規定される
研究への資金提供である政策目標追求型制度（トップダウン型制度）がある。政策目標追求型制度では対象研究課
題・研究の進め方等はFA側が主導的役割を担う。日本の制度においては科学研究費補助金以外の大半の制度が政策
目標追求型制度である。
表3：競争的研究資金制度の研究内容別分類
制　度　分　類 研　究　内　容
競争的研究資金
制度
自由研究促進型制度
(ボトムアップ型制度)
研究課題設定・研究計画・研究チーム
編成等の研究内容は研究者の自由設定
政策目標追求型制度
 (トップダウン型制度)
研究課題設定・研究計画・研究チーム
編成等の研究内容はFA主導
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4.2.　資金提供形態別分類
　競争的研究資金制度は資金提供の形態の視点から、①補助金・②国庫資金使用委託費・③運営費交付金使用委託
費に分類できる。第1に補助金は競争的研究資金の約60%を占める形態である。補助金とは補助金適正化法（補助
金等に係る予算の執行の適正化に関する法律）により規定される国庫資金で補助事業者に資金を提供し反対給付を
求めず一方的に資金を供与する助成的性質の強い資金である。補助金適正化法が交付申請からその精算に至るまで
の手続き等の基本的な事項を定めるが、各省の補助金交付要領等が具体的な補助条件等を定める。科学研究費補助
金・21世紀COEプログラム・グローバルCOEプログラム・厚生労働科学研究費補助金が代表的な補助金形態の競争
的研究資金である。
　第2に国庫資金使用委託費は競争的研究資金の約15%を占める形態である。国庫資金使用委託費とは国の事業等を
他の機関又は特定の者に委託して行わせる場合にその反対給付として支出する経費である。国の本来業務を国に代
わり受託機関が実施する場合に支払われる資金で民法に基づく委託契約概念が適用される国庫資金である。国と委
託者の双方の合意がベースにあり委託者に反対給付を求める対価的性格を有する資金である。事業内容の詳細は
国・委託者の合意に基づく契約に規定される。科学技術振興調整費が代表的な国庫資金使用委託費に分類される競
争的研究資金である。⑷
　第3に運営費交付金使用委託費は競争的研究資金の約25%を占める形態である。運営費交付金は独立行政法人に交
付され国庫から離れる形の資金で民間資金的要素を有する資金であるが、運営費交付金を利用した委託費が運営費
交付金使用委託費である。JSTの戦略的創造研究推進事業が代表的な運営費交付金使用委託費である。⑸ 上記の補助
金・国庫資金使用委託費・運営費交付金使用委託費には固有の仕組み・運用ルールが存在しそれぞれが異なってい
る。
表4：競争的研究資金の資金提供形態別分類
???????
補助金：
約60%
●補助事業者に一方的に資金を提供し反対給付を求めず一方的に資金を供与する助
成的性質の強い資金
●補助金適正化法（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律）が交付申請
からその精算に至るまでの手続き等の基本的な事項を定め、具体的な補助条件等
は各省で定める補助金交付要領等による。
●科学研究費補助金・21世紀COEプログラム・グローバルCOEプログラム・厚生労
働科学研究費補助金が代表的な補助金形態の競争的研究資金である。
国庫資金使用委託費：
約15%
●国の事業等を他の機関又は特定の者に委託して行わせる場合にその反対給付とし
て支出する経費、即ち国の本来業務を国に代わり受託機関が実施する際に支払わ
れる資金
●国と委託者の双方の合意によるもので委託者に反対給付を求める対価的性格を有
する資金
●民法に基づく委託契約概念が適用される国庫資金
●事業内容の詳細は国・委託者の合意に基づく契約に規定される。
●科学技術振興調整費が代表的な国庫資金使用委託費の形態の競争的研究資金である。
運営費交付金
使用委託費：
約25%
●独立行政法人に交付され国庫から離れる資金で民間資金的要素を有する資金であ
る運営費交付金を使用した委託費
●JSTの戦略的創造研究推進事業が代表的な運営費交付金使用委託費の形態の競争
的研究資金である。
出所：高橋宏・石橋一郎『研究費会計制度の日米比較』（文部科学省科学技術政策研究所第１調査研究グループ）
　　　・文部科学省『平成21年版科学技術白書』等を参考に作成
表5は現行の主要競争的研究資金制度と資金提供形態の詳細を示している。
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表5：現行の主要競争的研究資金制度と資金提供形態
所管府省 担当機関 制度名称 資金提供形態
内閣府 本府 食品健康影響評価技術研究 国庫資金使用委託費
文部科学省 本省・（独）日本学術振興会 科学研究費補助金 補助金
 （独）科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 運営費交付金使用委託費
本省 科学技術振興調整費 国庫資金使用委託費
本省 世界トップレベル研究拠点（WPI）
プログラム
補助金
本省 21世紀COEプログラム 補助金
本省 グローバルCOEプログラム 補助金
 （独）科学技術振興機構 独創的シーズ展開事業 運営費交付金使用委託費
本省 キーテクノロジー研究開発の推進 国庫資金使用委託費
本省 原子力システム研究開発事業 国庫資金使用委託費
 （独）科学技術振興機構 重点地域研究開発推進プログラム 運営費交付金使用委託費
 （独）科学技術振興機構 先端計測分析技術・機器開発事業 運営費交付金使用委託費
 （独）科学技術振興機構 地域結集型研究開発プログラム等 運営費交付金使用委託費
 （独）科学技術振興機構 革新技術開発研究事業 運営費交付金使用委託費
 （独）科学技術振興機構 産学共同シーズイノベーション化事業 運営費交付金使用委託費
本省 地球観測システム構築推進プラン 国庫資金使用委託費
厚生労働省 本省 厚生労働科学研究費補助金 補助金
 （独）医薬基盤研究所 保険医療分野における基礎研究推
進事業
運営費交付金使用委託費
経済産業省 本省 地域新生コンソーシアム研究開発事業 国庫資金使用委託費
 （独）新エネルギー・産業技術総合開
　　発機構
産業技術研究助成事業 運営費交付金使用委託費
 （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構 石油・天然ガス開発・利用促進型事業 運営費交付金使用委託費
本省 革新的実用原子力技術開発事業 補助金
農林水産省 本省 先端技術を活用した農林水産研究
高度化事業
国庫資金使用委託費
 （独）農業・食品産業技術総合研究機構 新技術・新分野創出のための基礎
研究推進事業
運営費交付金使用委託費
 （独）農業・食品産業技術総合研究機構 生物系産業創出のための異分野融
合研究支援事業
運営費交付金使用委託費
本省 産学官連携による食料産業等活性
化のための新技術開発事業
国庫資金使用委託費
総務省  （独）情報通信研究機構 民間基盤技術研究促進制度 運営費交付金使用委託費
本省 戦略的情報通信研究開発推進制度 国庫資金使用委託費
 （独）情報通信研究機構 新たな通信・放送事業分野開拓の
ための先進的技術開発支援
運営費交付金使用委託費
消防庁 消防防災科学技術研究推進制度 国庫資金使用委託費
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出所：高橋宏・石橋一郎『研究費会計制度の日米比較』（文部科学省科学技術政策研究所第1調査研究グループ）・
　　　文部科学省『平成21年版科学技術白書』等を参考に作成
競争的研究資金制度の研究内容別分類と資金提供形態別分類は密接に関係している。即ち、自由研究促進型制度の大
半は補助金の形態、政策目標追求型制度の大半が国庫資金使用委託費・運営費交付金使用委託費を採用している。
表6：競争的研究資金制度の研究内容別分類と資金提供形態別分類の関係
資金提供形態別分類
研究内容別分類 自由研究促進型制度
 （ボトムアップ型制度）
補助金
政策目標追求型制度
 （トップダウン型制度）
国庫資金使用委託費
運営費交付金使用委託費
4.3.　マネジメント形態別分類
　競争的研究資金制度は制度運営の中心主体・役割分担等からも分類できる。表7は競争的研究資金制度のマネジ
メント形態別分類の概略を示している。第1に本省が全て制度をマネジメントするType1がある。第2に本省・FA
が共同で制度をマネジメントするType2がある。その中には、①本省がFAに支出委任する形態（Type2-1）・②本
省がFAに業務を部分的に委託する形態（Type2-2）・③FAが運営費交付金で実施する形態（Type2-3）がある。
Type2-1の代表的なものが科学研究費補助金の日本学術振興会担当プログラムである。日本の独立行政法人FAが運
営する競争的研究資金制度の大半はType2-3になる。第3にFAが制度の全てをマネジメントするType3がある。日本
ではType1が金額ベースで約50%、Type2が約40%。その内、Type2-3が約25%である。Type3は僅かである。対照的
にNIH・NSF等の独立性の強いFAが制度運営の中心になっているアメリカの競争的研究資金制度では大半がType3
で、Type1・Type2 はほとんどない。
表7：競争的研究資金制度のマネジメント形態別分類
Types 詳　　細
1 本省が全てマネジメントする形態
2 本省・FAの共同マネジメントの形態 2－1 本省がFAに支出委任する形態
2－2 本省がFAに業務の部分的委託する形態
2－3 FAが運営費交付金で実施する形態
3 FAが全てマネジメントする形態
出所：高橋宏『日本（JST）に最適なPO制度を求めて』（2006年3月14日東京曾舘でのプログラムオフィサー国内セ
ミナーの資料）等を参考に作成
環境省 本省 地球環境研究総合推進費 国庫資金使用委託費
本省 地球温暖化対策技術開発事業 補助金
本省 廃棄物処理等科学研究費補助金 補助金
本省 環境技術開発等推進費 国庫資金使用委託費
国土交通省  （独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 運輸分野における基礎的研究推進
制度
国庫資金使用委託費
本省 建設技術研究開発助成制度 補助金
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4.4.　アメリカにおける競争的研究資金の概念分類
　競争的研究資金の歴史が比較的長く競争的研究資金制度先進国とも言えるアメリカにおいては競争的資金全体を
一般的にAwards と呼ぶ場合が多い。Awardsとは元来審査を経て与えられる資金を表現する言葉であり広義の競争
的資金を表現する最も一般的な言葉として定着している。また、競争的資金運営における審査・配分過程で激しい
競争原理が発生している点を強調する言葉としてCompetitive Awards(CA)という用語も使用されている。さらに資
金供給の目的が事業・起業・教育・文化・福祉等の振興ではなく、研究者・研究機関の研究活動促進への資金提供
という趣旨を明確にする用語としてCompetitive Research Awards(CRA)がより正確な表現になってきている。⑹
　Awards（Competitive Research Awards）は一般的に、①Grants・②Contracts・③Cooperative Agreementsの3
種類に分類される。Grantsは主に基礎研究振興を目的に配分され研究者主導で使用される補助金的性格の強い研究
資金を意味する。Contractsは目的達成型研究振興に使用される資金形態で政府の特定政策目的への貢献の性格が強
くFA主導で使用される研究機関等への委託費型の研究資金である。⑺ Cooperative AgreementsはFAと研究者の共同
研究に使用されるものでFA・研究者の協力的主導の研究資金を意味する。
　またアメリカでは政府・公的機関のFA以外にも、民間企業等が委託研究・共同研究という形態を中心に莫大な競
争的資金（受け手の大学等からすれば外部資金）を提供している現実があり、政府FAからのAwardsと民間企業等
からの委託研究・共同研究等の競争的資金等を統合した概念としてSponsored Projectsという概念もある。
表8：アメリカの競争的研究資金の概念分類（Types of Awards）
Awards
(Competitive 
 Research 
 Awards)
1 Grants ★補助金
●★研究者主導
●★自由基礎研究振興が中心
2 Contracts ★委託費
●★FA主導
●★政策目的達成型研究が中心
3 Cooperative Agreements ★FA・研究者の共同研究に使用される資金
●★FA・研究者の協力的主導
出所：高橋宏『日本（JST）に最適なPO制度を求めて』（2006年3月14日東京曾舘でのプログラムオフィサー国内セミ
ナーの資料）・高橋宏・石橋一郎『研究費会計制度の日米比較』（文部科学省科学技術政策研究所第1調査研
究グループ）等を参考に作成
5.　PO制度の課題
　日本の競争的研究資金制度構築上の最大の課題の一つになっているのがPO（Program Officer）の育成である。
POは競争的研究資金制度の各プログラム運営の中心を担う最重要な存在である。
5.1．POのミッション
　POは競争的研究資金制度運営の中核を担う高度な専門職である。POには表9のような担当プログラムの設計、公
募・審査・採択、フォローアップ・事務管理等の競争的研究資金の中心的業務を担うミッションがある。POには研
究者としての能力が必須だが、自己の専門領域よりも広い研究領域の見識が必要になってくる。FAでの実践的な
マネジメントを遂行するためのマネージャー的要素を身につけていなければPOは務まらない。JSTのPD（Program 
Director）である高橋博士はPOは研究理解力とマネジメント能力の複合的能力を必要とする高度な専門職であると
して、POに必要な資質を表10のようにまとめている。1～4は研究者としての経験から身に付く能力であり、5～8は
FAでの業務経験から身に付く能力であるが、各パート自体が専門領域であり特に研究開発評価は一つの高度な専門
領域であるとしている。
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表9：POのミッション
Phase1 担当プログラムの設計 関係する研究分野の研究動向の把握
プログラムの形成（目的・目標・重点テーマ・新規テーマの設定）
プログラムの研究コミュニティへの普及
Phase2 公募・審査・採択 公募
申請書受理
審査・審査結果開示
研究費交付
Phase3 フォローアップ・事務管理 採択研究課題の進捗状況把握・中間評価
研究計画の変更等の提言（課題の中止・縮小・拡大等を含む）
研究課題最終評価
プログラム成果のとりまとめと広報
プログラム全体の見直し・高度化
表10：POに要求される資質
1 研究・研究者・研究コミュニティの経験と知識
2 研究開発能力
3 最新の研究動向の知識と理解力
4 今後の研究動向への洞察力
5 科学技術政策の知識と情報収集能力
6 ファンディングの知識と経験
7 ファンディング・マネジメント能力
8 研究開発評価の論理と手法及びプログラム設計
9 イノベーションマネジメント
10 知的財産・技術移転等のMOTの能力
出所：高橋宏・石橋一郎『研究費会計制度の日米比較』（文部科学省科学技術政策研究所第１調査研究グループ）
　　　等より作成
5.2.　日本のPO制度
　米国のPO制度が第2次世界大戦後から始まり60年以上の歴史があるのとは対照的に日本のPO制度は2004年頃から
スタートして5年間程しか歴史がない。⑻ 日本のPOは表11に示されるように、現在では各省の競争的研究資金制度に
配置されている。全制度で約500名のPOが配置されている。しかしPOの雇用・勤務形態は大半が常勤スタッフであ
る米国とは異なり、日本の大半のPO（95%以上のPO）は非常勤POであり大学等研究機関所属の研究者が短期間の
みPOとして勤務しているのが現状である。
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表11：日本の主要競争的研究資金制度におけるPD・POの配置状況
所管府省 担当機関 制度名称 PD PO
文部科学省 本省
 （独）日本学術振興会
科学研究費補助金 3人 非常勤102人
 （本省担当プロ
グラム所属：
非常勤25人）
本省 科学技術振興調整費 兼任1人 専任6人
非常勤31人
本省 21世紀COEプログラム 兼任1人
 （独）科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 専任1人・非常勤6人 専任24人
非常勤58人
独創的シーズ展開事業 専任1人 専任2人
重点地域研究開発推進プログラム 専任8人
先端計測分析技術・機器開発
事業
非常勤4人
地域結集型研究開発プログラ
ム等
専任1人
非常勤1人
革新技術開発研究事業 兼任10人
本省 地球観測システム構築推進プ
ラン
専任3人
厚生労働省 本省 厚生労働科学研究費補助金 兼任2人 専任2人
兼任31人
 （独）医薬基盤研究所 保険医療分野における基礎研
究推進事業
兼任1人 専任1人
経済産業省  （独）新エネルギー・産業
　　技術総合開発機構
産業技術研究助成事業 専任3人 専任1人
兼任3人
嘱託9人
 （独）石油天然ガス・金属
　　鉱物資源機構
石油・天然ガス開発・利用促
進型事業
兼任2人 兼任2人
本省 革新的実用原子力技術開発事業 兼任1人 兼任1人
農林水産省 本省 先端技術を活用した農林水産
研究高度化事業
兼任1人 専任1人
兼任4人
 （独）農業・食品産業技術
　　総合研究機構
新技術・新分野創出のための
基礎研究推進事業
専任1人 専任8人
生物系産業創出のための異分
野融合研究支援事業
専任6人
兼任1人
総務省 本省 戦略的情報通信研究開発推進
制度
兼任1人 専任2人
 （独）情報通信研究機構 民間基盤技術研究促進制度 兼任1人 専任1人
非常勤1人
新たな通信・放送事業分野開拓
のための先進的技術開発支援
兼任1人
消防庁 消防防災科学技術研究推進
制度
併人1人
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環境省 本省
 （社）国際環境研究協会
地球環境研究総合推進費 専任2人
本省 地球温暖化対策技術開発事業 専任1人
廃棄物処理等科学研究費補助金 専任1人
環境技術開発等推進費 専任1人
国土交通省  （独）鉄道建設・運輸施設
　　整備支援機構
運輸分野における基礎的研究
推進制度
専任1人
本省 建設技術研究開発助成制度 併任1人
出所：高橋宏『日本（JST）に最適なPO制度を求めて』
　　（2006年3月14日東京曾舘でのプログラムオフィサー国内セミナーの資料）等より作成
　日本のPO制度の最大の問題は大半のPOが非常勤POであり大学等研究機関所属の研究者が交替で短期間POとして
勤務している点にある。一般的に制度において人材の交替が頻繁に起きていると運営上の実体験・知識・ノウハウ
等の蓄積がなされず制度の効果を不十分なものにしてしまう。研究者の副業的業務としてPO業務がなされ、しかも
非常勤POが頻繁に交替する日本の制度では十分なPO機能が実現しているとは言えない。しかし、現段階ではアメリ
カのPO制度が理想であるにしても日本と米国ではFAの国家制度全体での位置付けが異なるし、日本は行政改革・
財政再建の必要性に直面しているので常勤POの大幅増加は管理コストを増やすとみなされ実現可能性が低い。米国
型制度を目指すにしても日本の現状を考慮して制度改善を進めるしかない。日本のPO制度を高度化するにはFAの
事務スタッフが研究能力・研究理解力を高めてPOになるか、研究者がマネジメント能力・行政能力を高めてPOに
なる方向が考えられる。日本の現実の中で独自の解決策を模索しているのがJSTの高橋博士である。高橋博士は、現
在の日本では、表10の1～8の要件を単独のPOが完全に満たすのは困難と考えている。1～4までの要件を中心に身に
つけているPOをアカデミアPO、また5～8の能力を中心に身につけているPOをFA‐POとし、アカデミアPOとFA‐
POの共同作業で日本のPO活動を展開することが最善の方法と提唱されている。アカデミアPOとFA-POにはそれぞ
れ、不得意領域を多少カバーするトレーニングが必要になってくるが全要件の70～80%以上の能力が身に付くことを
理想としている。JSTでは研究者の世界からのPOをアカデミアPOとして配置する一方、JST事務スタッフをPO育成
プログラムによってJST‐PO（FA‐PO）として育成し、アカデミアPOとJST‐POが共同でPO業務にあたる体制が
目指されている。
　実際、高橋博士は研究者コミュニティ出身の常勤POを増やす努力をしつつ、同時にJST事務スタッフの能力アッ
プをはかりJST内で専門のPO（JST‐PO）をつくろうとしている。JST内ではスタッフを対象にPOへの育成教育が
展開されており一定の訓練を受けたスタッフへのPO資格認定制度も行っている。表12はアカデミアにおける博士認
定プロセスをモデルにしたJST独自のPO育成・PO資格認定制度の概略である。
（2006年時点）
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表12：JSTのPO育成・PO資格認定制度
Phases 内　　　容
1 PO候補者選考審査によってPO候補者を選ぶ。
2 PO候補者に対する指導が主査・副主査・分科会委員によってなされる。
3 学術誌レビューアによる能力判定がなされる。
4 主査の中間審査受験の可否が判定される。
5 中間審査が分科会委員会による審査という形で行われる。
6 PO資格認定委員会による本審査が行われる。
出所：高橋宏『日本（JST）に最適なPO制度を求めて』（2006年3月14日東京曾舘でのプログラムオフィサー国内セミ
ナーの資料）より作成
5.3.　アメリカのPO制度
　日本とは対照的にアメリカでは研究理解力・マネジメント能力を兼備する多数の人材がPOとして活躍している。
各FAのPO数は、NIHが約1100名、NSFが約700名、DARPAが約140名等で、米国全体で2000～2500名のPOがい
る。⑼ その大半の雇用形態は常勤（専任スタッフ雇用・契約期間付き専任スタッフ雇用・Rotators）である。常勤PO
の中にRotatorsというカテゴリーがあるが、Rotatorは研究機関等の研究者等が長期間FAのPOとして働くものであ
る。Rotatorとは「輪番で交替する人・回転させるもの」というのが元来の意味であるが、第一線の研究者が1～3年
間、FAの常勤のPD・POとして従事するのがRotatorsである。例えば、NSFのRotators制度では大学教員が2～3年
間NSFでPOスタッフとして働く。Rotatorとしての業務に早期に慣れるためにRotator Seminarも行われている。
RotatorsにはVSEE(Visiting Scientists, Engineers ,Educators)とIPA(Intergovernmental Personnel Act)等がある。
VSEEに対してはFAが給与を従来の母体の所属機関に送金し福利厚生費は母体負担である。IPAに関しては給与・
福利厚生費共にFA負担である。NSFのPD・POの雇用形態の詳細は表13のようになっている。
表13：NSFのPD・POの雇用形態・人数
出所：高橋宏『日本（JST）に最適なPO制度を求めて』（2006年3月14日東京曾舘でのプログラムオフィサー国内セミ
ナーの資料）等より作成
　FAには元来固有のミッションがあり、FAが運営する各競争的研究資金プログラムにもそれぞれミッションがあ
る。FA・プログラムのミッションが異なればそこに配置されるPOの役割・権限は異なってくる。米国でもFA・プロ
グラムの相違によってPOの役割・権限に明確な相違がある。
　目的達成指向が強い競争的研究資金制度ほどそこでのPOの役割・権限は大きくなる。図3は米国の各FAのPOの
役割・権限の大きさを示したものである。POの役割・権限が最も高いのがDARPAで、次いでDOE、そしてNSF・
NIHと続く。高橋（2006年）はアメリカの各FAの役割・権限等を以下のように分析している。即ち、DARPAは、
雇用形態 人　数
常勤 専任スタッフ雇用 約370人 約550 約700
Rotators 約180人
非常勤 約150人
　上記の制度全体を統括するのがPO資格認定委員会である。PO資格認定委員会は、PO候補者の選考、分科会
委員指名を行う。PO資格認定委員会は委員長と10名以内の委員で構成されJST役職者・外部有識者の中から理
事長が任命委嘱する。委員の任期は1年である。 （）
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軍の研究をマネジメントするFAである。軍の研究はトップダウン的に目的が明確に規定され、目的達成指向は極め
て強い。このため研究課題の審査・採択・研究フォローなどで、POの役割・権限は大きく、POの強力なリーダー
シップが求められる。DOE（Department of Energy）はエネルギー関係研究をマネジメントするFAである。軍の
研究ほどではないが、研究目的は明確に規定され、トップダウン的研究が多く目的達成指向は強い。対照的にNIH・ 
NSFは自由研究促進型制度を主に運営し純粋基礎研究、即ち、研究者の主体的研究を支援するFAであるので、制度
の大半では未知の領域を研究する研究者が中心でPOは研究者を支援するという位置づけである。さらにNIHはLife 
Science研究を推進するので、採択課題の最終決定前にAdvisory Council and Boardの生命倫理チェックを受けるこ
ともあり、POの権限はやや制約されると言える。
　基本的に米国の競争的研究資金はその性格上、Grants・Contracts・Cooperative Agreementsに分類できるが、
Grants・Contracts・Cooperative AgreementsのそれぞれでPOの性質が異なり職種自体が別という認識が一般的で
ある。例えば、Contractsは規模が大きいものが大半で課題設定・プログラム設計・公募・審査・採択まで1～2年間
とGrantsより長い時間をかけるのが一般的であり、Contracts担当POは法律・契約・会計に関する知識・経験が要求
される。特に目的達成型のContracts型競争的研究資金では研究開発プロジェクト遂行においてPOに強力なリー
ダーシップが求められるため研究能力・研究理解力が重要になってくる。ただし、NIH・ NSFにもContracts・
Cooperative Agreementsという目的達成指向の強いプログラムが5～10%あり、そのプログラムを担当するPOの
役割・権限は大きい。
　米国のPO制度と同様に日本においても競争的研究資金制度間・プログラム間の相違によるPOの役割・権限は異
なっている。例えば、文部科学省本省主導の政策目標追求型の競争的研究資金制度を運営する「学術調査官」と呼
ばれるPOと日本学術振興会（JSPS）の自由研究促進型の競争的研究資金制度に配置されているPOでは役割・権限
が明確に異なっている。
図3：アメリカのFAにおけるPOの役割・権限
高い
　　　　　DARPA
　　　　　DOE
　　　　　NSF
　　　　　NIH
　　　　
低い
出所：高橋宏『日本（JST）に最適なPO制度を求めて』（2006年3月14日東京曾舘でのプログラムオフィサー国内セミ
ナーの資料）等より作成
おわりに
　本稿で言及した諸点以外にも競争的研究資金制度分析のテーマは多数ある。例えば、競争的研究資金制度におけ
る研究領域選定・プログラム設計・研究課題採択・審査方法・中間評価・事後評価・追跡評価・研究開発評価の論
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理と手法・研究資金使途・金額・支給時期・支出管理・繰越・延長・研究費と会計年度等のテーマがある。元来科
学技術の発展とは「未知への挑戦」であり、それを振興する科学技術政策、そのフィールドの一つである競争的研
究資金制度の設計・展開も未知への挑戦と言える。今後も制度設計・制度構築・制度運営上の改革・改善を一歩一
歩進めることが重要であると考える。
註
（1）米国では第1層のOSTP等が科学技術政策の国家最高意志決定機関であるが、その他にもNASという国家最高の
科学者団体が大統領府の科学技術戦略等への有効な助言をする。また競争的研究資金制度改革推進機関である
ＦＤＰも存在する。
（2）米国の大学は研究大学と教育中心大学に明確にセパレートされている。競争的研究資金を莫大に獲得する研究
大学は3%程である。97%程が人材育成に特化する教育中心大学である。それぞれに強いミッションへの意識が
存在する。
（3）米国でもエネルギー省は本省自体がFAの役割を担っている。
（4）実際は国庫資金使用委託費の中にも補助金適正化法の対象になるものもある。
（5）JSTの高橋宏博士は国庫資金によって執行される委託費を「国家委託費」、独立行政法人によって執行される
委託費を「独法委託費」と呼ぶことを提唱している。
（6）Competitive Awards―Competitive Research Grants・Competitive Awards(CA)・Competitive Research 
Grants(CRG)はNSF資料の中で明確に使用されている表現である。
（7）基本的に米国のContractは日本の委託研究より、目的達成指向が強く研究推進のシステムもrigidであり、基礎
研究指向の日本の委託研究とは質的に異なる部分が強い。
（8）日本では2004年9月にPOセミナーが開催され米国NSFから３人、英国Research Councilから1人、POを招いて
講演してもらっている。JSTの高橋博士のPO就任が2004年、PD就任は2006年である。
（9）一般的に米国では多様性を保証する制度構築が常識になっている。特に資源配分に連動する制度では重要に
なってくる。FAのPO制度においても同様である。例えば、NSFではPOの40%は女性で、20%はマイノリティ
であるというルールが存在する。
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